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研究成果の概要（和文）：本研究では、地震動即時予測において、実時間での地震動の予測を目指した。データ
同化を取り入れ実況値の把握を強化し、時間発展型に波動伝播を予測し、さらに、周波数依存性をもつ地盤増幅
特性を実時間で補正することで、揺れる前に予測を行う新たな手法を開発した。地震動即時予測の研究分野で、
揺れの実況値を用いるというこれまでになかった考え方に則り、地震動を実時間で予測することで、揺れの強さ
の予測の精度向上だけでなく、大きな揺れの時間の予測の改良、を行う技術の開発に結びついた。
　本研究で開発した手法の考え方の一部は、緊急地震速報に応用されるなど、地震防災／減災に寄与している。

研究成果の概要（英文）：  We have aimed at real-time prediction of earthquake ground motion. 
Applying data assimilation technique for real-time monitor of ground motion distribution, simulation
 of propagation of seismic waves, and real-time correction of site amplification factors, we have 
developed innovative method for real-time prediction of ground motion. The new idea of the real-time
 monitor of ground motion distribution leads to not only precise prediction of ground motion, but 
also precise prediction of lead-time of the strong ground motion. 
   Part of the method developed in this project was applied to operation of earthquake early 
warning, which contributes to earthquake disaster prevention/mitigation. 

研究分野：地震学
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１．研究開始当初の背景 
地震動即時予測は、地震減災に大きく寄
与することが期待され、緊急地震速報の運用
が始まっていた。しかし、2011年の東北地方
太平洋沖地震（以下，東北地震）では関東地
方の震度を過小予測し，また，続発する余震
では揺れの予測の精度が低下するという問
題が発生した。 
 従前の即時予測の考え方では、震源位置と
マグニチュード（M）を早期に決定し、それ
に基づき、PGA（最大加速度）,PGV（最大
速度）、震度などの揺れの代表値を予測する
という考え方に基づいている。よって、「い
かに早く、震源やM、さらには震源域を推定
できるか」に焦点を当てる研究が多かった。
しかし、この方法では、（震源とMなどの）
数個のパラメータで、複雑な揺れの”平均像”
を表すことしかできず、“個々の地点”の地
震動予測の精度を上げることが難しい。震源
とM（さらには震源域や破壊の方向、など）
といった震源情報の早期推定といった従前
の方法では、地震動即時予測の精度を上げる
ことには限界がある。東北地震はこの問題を
あらわにした。 
一方、政府の地震調査研究推進本部が平成

24年（2012年）9月に改定した「当面 10年
間に取り組むべき地震調査研究に関する基
本目標」の１つの柱に「地震動即時予測およ
び地震動予測の高度化」が掲げており、当研
究はその方向に沿うものであった。 
 
２．研究の目的 
本研究では、地震動即時予測等において、
実時間での地震動波形の予測を目指すもの
である。データ同化を取り入れ実況値の把握
を強化し、時間発展型に波動伝播を予測し、
さらに、周波数依存性をもつ地盤増幅特性を
実時間で補正することで、揺れる前に波形レ
ベルでの予測を行う新たな手法を開発する。
地震動即時予測の研究分野で、揺れの実況値
を用いるというこれまでになかった考え方
に則り、地震動波形を予測することで、揺れ
の強さの予測の精度向上だけでなく、大きな
揺れの時間の予測の改良、を行う技術を開発
することを目的とする。 
 本研究で目指す地震動即時予測手法は、従
来の予測手法の弱点を克服するもので、本研
究計画での成果は、緊急地震速報などの地震
動即時予測での精度向上と迅速化に貢献で
き、地震防災／減災に寄与するものと期待で
きる。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、以下の２点について地震動即
時予測の精度向上と迅速化に結び付けるこ
とを目指した（図 1）。 
（１） リアルタイムモニタリングを用い
た時間発展的な予測手法の構築 
リアルタイムでの実況の把握では、天気予
報等に用いられている「データ同化」手法を

導入することにより、実況把握能力を向上さ
せる。その実況値から未来の揺れの状態を予
測する。その予測では、波動伝播の方程式に
準拠させた時間発展型の予測手法を導入す
る。 
（２） 地震動観測点と予測点での周波数
ごとの地盤増幅特性の推定とその伝達関数
の設計 
観測点および予測点での地盤増幅特性を
推定する。スペクトルインバージョン法や、
スペクトル比法，コーダ波正規化法を用い、
地盤増幅の周波数依存性を推定する。さらに、
上記で求められた周波数依存性をもつ地盤
増幅を、因果律を満たすデジタルフィルター
と組み合わせることで、時間軸上の伝達関数
として表現する。 

 
４．研究成果 
（１） リアルタイムモニタリングを用い
た時間発展的な予測手法の構築 
① データ同化手法の取り込み 
 天気予報等に用いられている「データ同
化」手法を導入することで実況値の正確な分
布を推定することを行なった。多数の観測点
からリアルタイムでデータが送られてくる
場合、データ同化手法が極めて有効に機能す
ることを確認した。例えば、2011 年の東北地
震（M9.0）では 4～5個の強震動生成域（SMGA）
から伝播してくる地震動を、2004 年の新潟県
中越地震（M6.8）では次々と発生する余震か
らの地震動を，そして、2016 年の熊本地震
（2016/4/16 の M7.3）ではおよそ 37 秒後に
発生した M6 クラスの誘発地震による地震動
を、捉えることが容易にできるようになった
（図 2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1：実時間地震動予測の概念図。 

 

図 2：2016 年熊本地震（M7.3）での揺れの実
況把握の例。左から，震源時から 15、25、
30、40 秒後の状況を示す。 



 

 
図 3：周波数依存性を持つ地盤増幅特性の
例。（Ogiso et al., 2016; 雑誌論文③）。 

 

図 4：2007/03/25 M6.9（能登半島地震）
での FKI006(a)と FKIH05(b)の波形とス
ペクトル。(c)は(a)の波形を仮想的に
FKIH05 の地盤増幅特性に置き換えたも
の。（Ogiso et al., 2016; 雑誌論文③）。 

 

② 時間発展型での予測手法の構築 
 上記のデータ同化手法から得られる実況
値の分布を初期値として、波動伝播の物理
（波動伝播のシミュレーション）に従い未来
の分布を予測する手法を構築した。波動伝播
のシミュレーション手法としては、輻射伝達
理論を用いた。輻射伝達理論は、波線理論を
用いた高周波近似であるが、計算負荷が少な
いこと、また、震度は比較的高周波の地震波
によるので、良い近似で計算することができ
る。 
 未来の地震動分布の予測には、速度構造や
減衰構造（散乱強度や吸収強度）の正確な事
前推定が重要である。そこで、散乱強度や吸
収強度の構造推定を行なった。構造の導入は
特に遠い未来の予測に有効であることが分
かった。 
 
（２）地震動観測点と予測点での周波数ごと
の地盤増幅特性の推定とその伝達関数の設
計 
① 周波数ごとの地盤増幅率の推定 
 地震波は地盤の状態（硬いか軟らかいか）
によって増幅が異なる。精度の良い震度予測
には、地盤の増幅特性の把握が鍵となる。こ
の増幅特性には周波数依存性がある。従来の
地震動即時予測では、震度の増分等（周波数
の依存性のないもの）が考慮されていたが、
周波数依存性は十分に考慮されていなかっ
た。揺れの代表値として震度を考えた場合に
は、おおよそ 0.1～20Hz での増幅率が重要で
ある。この地盤の増幅特性の推定を進めるに
あたり，当初、コーダ正規化法による推定を
目指したが、１Hz 以下を精度よく推定するこ
とが難しいことが分かった。そこで、スペク
トル比法での推定を行なった。ほぼ全国の観

測点で、上記の帯域での周波数依存性をもつ
増幅特性を推定した (気象庁検知網と震度
計網，防災科研 K-NET と KiK-net の計 2743
観測点)。これにより、特に、周波数依存性
の強い観測点での補正を、より正確にできる
ようになった。 
図 3には、例として、K-NET の FKI006 に対
する KiK-net の FKIH05 の相対的な地盤増幅
特性を示す。特に水平動成分に強い周波数依
存性がある。 
 
② 伝達関数を表す手法の検討 
 上記で得らえた地盤増幅特性を、因果律を
満たす時間軸上のフィルターで表現するた
め、有限個のハイパスフィルターおよびロー
パスフィルターの組み合わせで、IIR フィル
ターを用いて表現した。この際に、逆フィル
ターも可能なように最小位相特性をもつよ
うに設計を行った。これにより、周波数依存
性をリアルタイムで補正することが可能と
なった。 
 図 4 には、FKI006 の波形(a)に、図 3 で得
られた地盤増幅特性に相当するフィルター
をかけて、FKIH05 の波形を予測したもの(c)
を示す。振幅、スペクトル特性ともに実際の
観測（b）を良く近似している。 

 
（３）応用例１ 
 本研究を通して，データ同化手法を用いて
揺れの現状把握を行い、それを初期値として



 
図5：2011年東北地方太平洋沖地震での例。
(a)地震計による観測、(b)データ同化に
よる実況分布の把握、(c)10 秒後の状態
の予測、(d)20 秒後の状態の予測。
（Hoshiba and Aoki, 2015; 雑誌論文
⑩）。 

   
図 6：2011 年東北地方太平洋沖地震の余震
での PLUM 法の例。上から震度予測、地震
の発生状況（M-T 図）、震源分布。（Kodera 
et al 2018; 雑誌論文① から抜粋）。 

波動伝播の物理（波動伝播のシミュレーショ
ン）を行って未来の分布を予測する道筋が構
築された。 
図5には、2011年の東北地震での例を示す。
本手法を用いることによって、東京に向かっ
てくる強い揺れを 20 秒以上前から把握し、
それに応じて、精度の良い予測に結びついて
いることが分かる。 

 
（４）応用例２ 
 本研究を通して開発した手法の考え方を
簡易的に適用したものが PLUM 法である。（震
源位置と Mを即時に求めるのではなく）予測
点の周囲に実際に強い揺れが観測されれば、
間もなくその場所でも強く揺れるだろうと
予測するものである。PLUM 法は、2018 年 3
月から気象庁の緊急地震速報の運用にも取
り入れられている。 
 図 6に東北地震の余震を例に、PLUM 法によ
る予測例を示す（震源時から 30 分間）。余震
が続発している間でも精度の良い予測を行
なっている。 
 
（５）まとめ 
 従前の即時予測の、震源位置とMを早期に
決定する、という考え方ではなく、揺れの分
布の実況値を把握し、それを初期値として、

波動伝播の物理（波動伝播のシミュレーショ
ン）を用いて未来の揺れの分布の未来を予測
するという考え方に基づく予測手法を構築
した。これにより、揺れの実況値に基づいた
予測ができるようになり、精度向上と迅速化
に結びつく。 
 今後の課題としては以下の点が挙げられ
る。当初は、地震波形そのものの予測を目指
したが、輻射伝達理論を使うことに伴い、（波
形の山谷の表現が含まれない）包絡線を予測
することにとどまっている。また、地盤増幅
特性の補正も、振幅については周波数依存性
を入れることができたが、位相特性について
は十分に考慮することができなかった。そし
て、データ同化に関しては、波動伝播が３次
元的なのに対して、地震観測は地表付近に限
られること（２次元的）の違いを如何に克服
するか，等という課題が残されている。 
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